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在宝サービスの展開過程に関する...考察







































































2.第2期(1982年 一1990年:一 部 有料 化 か ら
営 利 企 業 の 参 入 ま での 時 期)









も無駄な医療費の主犯とされた 「社会的入院」の解消 という翼指すべ き政策が取られ、その
達成のため、長期入院患者に対する老人保健法の診療報酬に逓減.方式の導入と老人診療に対












合(橋 本,19951ui-iii>と拡大 され、課税f帯 に対 して一部有料制が導入された。また、
恒常的かつ臨時的な介護ニーズにも対癒するようになったことで、これ らのサービスに住民























討すべきである」 と提言 した。 これ を受けて老人保健施設は、医療サービスと日常サービス
を併せ持つ中間施設として1988年から本格的に実施 された。そこで、一般病床 → 中問施設
一・在宅という経路をたどることが目指 された。
以上のように、在宅サービスの供給体制は、施設から在宅へという政策が主に社会的入院











③ 家 族 と病 院 の 代 替 一 行 政 の 短 絡 的 対 応
さて、一部有 料化 を媒介 として新 しい供給組織 が登場 し、在宅へ戻 って きた要介護 老人に
対 して在宅 サー ビス を担 うこ とに なったと述べ た。北場 も在宅 へ戻 った老人 に対 し、地域 を
基盤 とす る住民参 加型在宅福祉団体 が この退院 して地域 に戻 って くる老人 の新 たな担 い手 と
なった[北 場,2005:271-277]とい う。 しか しながら、果 た して実際 に医療機 関に入院 し
ていた社会 的入院患者 が在宅 に戻 ってきたの かとい うことについてはい ささか疑問が残 る。
<図1>は 、ホー ムヘルパ ー派遣 世帯総数 とホームヘルバ ー総 数 、平 均在院 日数 を示 した
もので ある。 これ を見 ると,1.982年か ら一部有料化 が導 入 され、翌年 には在宅 で介護 すべ き
家族 を支援す るため大幅 なホー ムヘルパ ーの増 員がな され たが、ホー ムヘルパ ー派遣世帯総
数 はそれほ ど増加 してい ない(A-Bの 区間)。北場 のい う 「需給ギ ャ ップ」 の存在 が、相互
扶助組織 や有償ボ ランテ ィアな どを受 け入れ る素地 とな ったことは疑 問の余地 がない。 しか
しなが ら、在宅へ戻 って きた要介 護老入 に対 し、退院者 の退院先 を病 院以外 と断定す ること
はできないので はなかろ うか。当時の派遣世帯数 を見 ると、1981年度 の92,615世帯か ら1982
年度 には87,659世帯へ と減 少 し、1983年度 に4a90,305世帯へ と再 び増 加す る[三 浦,1995:
127]が、1981年水準 に戻 ったの は1985年に な・ってか らであ る、 また、平均在院 日数 も1987
年 にな.って か ら低 下傾 向に入 ることになった。行政の思惑 とこの派遣世帯 数の伸び悩みや長
い.平均在院 日数 にズ レが生 じた理由 は、第1に 、小川[1997:6G]の指摘 の ように、無料か
らJ4n,n有料化 になった ことで、老人奉仕 員派遣 制度の利用 をやめた世帯 が増加 した ことが あ
げ られ る。小川 は有用対 象 世帯の うちs1が 有料化 によ りホー ムヘル パー派遣 をやめた と
指 摘 してい る、,第2に、入院 と退 院 を繰 り替 えや病 院か ら病 院への 「た らい(i?1し」現象 が生
じていた と思われ る ω。第3に 、各施設での処遇 に関わ る総費用 とその うちの自己負担 につ
いてユ989年に経済企画庁総合企画局 が行 った試算(数 値 は1985年の もの)に よると、 自己負
担 以外/自 己負担 は老人 病Rc28.8/4.⑪、老 入保 健施 設25.0/5.0、特別養 護 老人 ホ ーム
10.6/7.8、在宅 療養(介 護者の機会 費用加算>1.7/13.1で、.老入病院 に入院 した方 が もっ
とも自己負担 が少 な くて済 ます ことがで きる[藤 村,1992:243]。このよ うな費用構 造 も社























































出 典;ホ ー ム ヘ ル パ ー総 数 は 『社 会 福 祉 行 政 業 務 報 告il.各年 度 か ら 、派 遣 世 帯 総 数 は 「図 説 高 齢 者 白 書 』 各 年 度











①行政 サービスの外部化 一社会福祉協議会 への 委託の強化
1990年の 「老人福祉法等の一部を改正する法律」により、ホームヘルパー派遣事業は老人
居宅介護事業として位置づけられ、老人デイサービス事業 と老人短期入所事業とともに、老
人居宅生活支援事業 と呼称 された。在宅サービス提供.セ体もこれまでの 「社会福祉法人(e)そ





っt=rsaz年12月に定 め られ た 「老 人家庭奉仕 員派遣事業運営要綱」 には 「やむを得 ない理
J'ある場合 には、市町村 は派遣.世帯 、サー ビ.ス内容及び費用.負担区分の決定 を除 きこの事
業の一一部 を当該社会福祉協議.会等 に委託す ることがで きる」 と規定 して いたが、それ が1989
年5月 の要綱 では 「やむ を得 ない」が削除 された。 これ は先行す る:委託先 の拡大 につ じつ ま
を合わせ るもの ともい える[橋 本,1995:248]。この こともあって、社会福祉協議会 に対す
る委託は急速に高 まることになる。
と.はい え、 ホ ームヘ ルパ ーの委 託 は198G年代 には..50%を超 差 なか った 。1980年度 は
38.7%でその後 は市町村の直営 ヘルパ ー(公 務 員ヘルパ ーiの 増員 が先行 して続 いたので 、
委託率 も1990年度 までは48.3%で、ヘルパr総 数 の半.分程度 を占めていた。 しか し、 これが
1991年か ら50%を超 え、新 ゴル ドブ ランの策定年度 で ある1995年に は85,2%まで膨れ上 が
り、1999年度現在 の委託 率は93.4%になった 〔8}。それで はホームヘル プサ ービスの委託 の拡
大はいか なる提供主体 によって実施 されて いるの か。す.なわち、委託先は誰で あ るの か を見
てみ よう。
ホームヘル プサービスの委託先 を 「厚生省報告例(各 年度)」でみ ると、「社会福祉協議会」、
「特別養護老人 ホーム等 を経営 してい る社 会福 祉法人」、「その他 」 とい う3つ の区分 しか ない
が、 それ ぞれ の割合 が33.1%、11.7%、45.6%であり、単一 団体 としては社.会福祉協議会 が
最大の委託先で ある[河 合,1999:6]。この現実 に対 し、措置委託費 にioo%近く依存 して
い る民間社会福祉法人 が殆 どであるため、民間社会福祉事業 と民 間サー ビスの区別 は、「委託
費(公 費)J私 営 社 会福 祉 事 業 と 「私 費」 私 営 社 会福 柾 事業 の 区分 に す ぎな い[星 野,
1995:25]とい った批判 を受 ける ことになった。 こ.の時期 に民 間企業 まで在 宅サ ービスに参
入で きるよ うにな り、形 式上 は在宅 サービスの供給 をめぐって競争 が起 きるはずであったが、
現 実に は公的部門の供給縮小 と民 間部門の社会福祉協議.会独占(委 託の強化)が 顕著 になっ
た。
.一方、委託の強化が進む 中で、在宅サ ービス提供主 体 として.事実上参加で きるようにな.っ
た民間団体 はこの時期 どの よ うに活動 して いたで あろ うか。民間営利団体 と民 間非営利 団体
を分 けて順次 に見てみ よう。









t一 ムヘル プ事業 の民 間企業への委託 は、1988年に厚 生省 が設 けた在宅 サー ビ.スのガ イ ド
ライ ンを満 たす企業 で あれば、民 間企業で も委託で きる旨が明記 され 、1989年の 「家庭奉 仕
展派遣事業運営 要綱」 によってシル バー.サー ビス振興.会の認定 を受け、民間企業 も在宅 サー
ビス事業 に参 .入できるよ うになった。ryas年には 「高齢者保健 福祉推 進十 力年戦略」、翌年
の老人福祉法改正 に よって 「社会福祉法人 その他 の団体」か らr当 該 市町村以外の者」 にま
で委託が拡大 され 、民 間事業 を公的事業 に抱 え込 む ことに なった。民 間営利 企業は市町村 か
ら受託 す ること も、対象老人.を掘.り起 こす ご..と.もで きる..よ.う.になったが、実際にはそれが う
ま くいかなか った。 まず 、国家補助単価 の低位 性 に規定 されて委託費 が安 く、その対象者数
が限定 されて しまうことで 、採算割 れ にな りかね ないため、委託事業 に積極 的に乗 り出 さな
か った[横 山,1995:4-13]。次 に、同一サー ビスにおけ る二重価格(1時 間 当たり利 用者の
負担額 は、公 的サー ビス無料か ら800円、民 間企業2千 円か ら2千5百 円)と ホームヘル プサ
ービスの1時 間 あた りの経 費は、市町村 の常勤職 員5,040円、市町村 の非常勤職 員1,670円、
民間 シルバ ービジネス2,486円、福祉公社 等の登録型市民 ヘルパ ー1,113円となっている[シ
ルバ ー ビジネス振興 会,1995]。公費支給の基準 となってい る措置費単価 ・補助 単価 など と比
べて実際の コス トがそれを .t回って お り、購買力 の ある高齢者 は限 られて しまいがちで あっ
た。購 買力の ある高齢者 であって も、例 えば重介護 を必要 とす る状 態の高齢者 は老人病院 な
どへ の長期入院す る方 が在宅 サー ビスと比べて 、安 い料金 で ケアが可能で あるため、 シルバ
ーサー ビスに対す る在宅 サー ビスの需要が顕在化 しなか った[加 瀬,1993:63-64]。一方、
直営 ヘルパー派遣事業 におけるその差 額は市町村の..一'般会 計 か ら補填 されてい るはずで あっ
た[宇 野,1998]。
この ように、当時の シルバ ービジネ.スとい う在宅福祉 サeス の民営化 は、「競争 なき民間
委託」[武智,19963であ り、「政府財 源の軽減 化 と利用者負 担 を図 りつつ 、他組織 であ る非
営利 団体 を委託先 として疑似組織 内的位置 に包摂 する組織再 編成 として理解 され るべ きもの」
[藤村,1999:229]と位置 づけ ることができる。











































出典:全 国社会 福祉協議会[1997]より作成。但 し、 ワー カー.ズ・コレクテ ィブや ファ ミリーサービ.スク ラブの集 計


















されたとみ ることがで きる。多元化が供給組織間の競争 を通 して達成 されるとすれば、この
時期の提供主体の多元化は行政の直接サービス提供から社会福祉法.人や社.会福祉協議会など

















おける各主体のシェアを間接的に示 していると.見ることができる。供給組織 が多元化 したと








社会福 社会福 民法法人 非営利
法人種別 祉法人 祉法人 医療法人(社 団 ・
(社協以外)(社 協)財 団)































































注:地 方 公共 団体 の数値 は合 計の もので あり、ここで い う増加率 とは、調査 開始 時の平成u年4月 の介護保険制度 の
実施 当時の数傾 と平成16年9月の数値 を比較 したもので ある。但 し,指 定居宅 サー ビス事業 所の指定件数の 中に
は 「みな し指定」 を受 けた事業所 は入ってい ない 。
















































































たという。また、市町村または社会福祉.協議会や福祉公社などにヘルパーとして登録 し派遣 され る
「登録ヘルパーJな ども委託のヘルパーとして多くを占め.ている。
(9)社会福祉法人については、憲法第89条は 「公金その他の財産は…公の支配に属 しない慈善、教育 も
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